















誕生」という Web ページには、当時 GHQ 憲
法問題担当政治顧問の職にあったコールグ





























₁ 　これらの書簡の内容については、国会図書館の以下の Web を参照。
 http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/₀₃/₀₉₈shoshi.html
 http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/₀₄/₁₂₄shoshi.html
₂ 　コールグローヴ博士の論文は、Prof. Kenneth Janda（Payson S. Wild Professor Emeritus）と、ノースウェ
スタン大学図書館の Mr. Geoffrey D. Swindells から提供を受けた。特に Janda 教授には、コールグローヴ
博士についてのブリーフもしていただいた。ここに記して、感謝の意を表したい。また筆者が同大学




































が ₁ 篇あった。これらは、American Political 











　₁₉₃₇年₁₂月に出された The American Politi-





























 －井口治夫 , Kenneth Colegrove and Japan,₁₉₂₇-₁₉₄₆，同志社アメリカ研究₄₃号，₁-₃₁（₂₀₀₇）
 －井口治夫 , Kenneth Colegrove and Oyama Ikuo，同志社アメリカ研究 ₄₆号，₈₃-₁₀₈（₂₀₁₀）




































































₈ 　こ こ で 博 士 は“the Imperial Ordinance concerning the House of Peers, providing for the composition and 
procedure of the upper chamber of the Diet”と記載している。貴族院令は、主に貴族院の構成員に関する
事項等を定めていたが、一部議員の資格や選挙に関する争訟についての規定を置いていたことから、博
士は Procedure という文言を加えたと思われる。

























も失敗しつつも、₁₉₁₈（大正 ₇ ）年から₁₉₃₁ 









































































































































































































務局が提出した、平成₁₅年 ₅ 月 ₈ 日付の「明治憲法と日本国憲法に関する基礎的資料」（衆憲資第₂₇号）
の₁₂頁では、国権取調局といわれているが、博士はここで、ローマ字で Kokken Torishirabe I-in（Commit-




















































































































































































































































































































た₁₆₀₃（慶長 ₈ ）年から₁₈₆₇（慶応 ₃ ）年の
₂₀　Kenneth Colegrove, ＂The Japanese Emperor＂, The American Political Science Review, Vol. ₂₆ No.₄ (Aug., 




























































































































































































































































































































































































































































































































































という記述はない。ここでは、本論文にある“with the advice of his ministers”の記載を受けて、「大臣
等の補弼を受けて」の文言を入れることとする。






































































₃₁　ここで博士は、“the naval staff board consists of the chiefs, the commanders of naval stations and ports, chefs 










































































禄₁₄）年の王位継承法（British Act of Settle-
ment）に見られるように、議会は君主の王位
継承についても規制し、また₁₉₁₁（明治₄₄）

































































































































































₃₃　ここで博士は、“the privy council, the Genro or elder statesmen, the supreme war council and ﬁnally the high 










































































₃₅　ここで博士は、The minister of the Imperial Household, the vice-minister, the grand chamberlain, and the lord 
















はそれぞれその総員の ₃ 分の ₂ 以上が出席し











































































































































₃₇　この点についてたとえば、高柳賢三『天皇・憲法第九条』（有紀書房 ₁₉₆₃）の第 ₁ 章「象徴の元首・
天皇」参照。
97
明治憲法の制定過程と天皇制 （松澤）
多くあると思われる₃₈。他方で、すでに指摘
されているように、世界の中で議会政の始祖
とみなされている英国において依然として王
室がある₃₉ことを考えると、この問題は、人
間が歴史的存在である限り、このまま残る課
題であるのかもしれない。
おわりに
　明治憲法制定の遠因として、幕末に欧米諸
国との間で締結した不平等条約の改正問題が
ある₄₀。関税自主権の否認と領事裁判制度の
認容により我が国の主権が著しく制限された
と考えた政府にとって、国際社会の中で欧米
諸国と伍していくためには、憲法を制定して
立憲政体を確立する必要があった ₄₁。
　このような状況は明治維新以来変わらず、
近代国家の実現のための我が国の取り組みに
おいて外国から我が国がどう思われているの
か、ということは我が国にとって常に関心事
項であり₄₂、たとえば現行憲法前文には「わ
れらは、（中略）国際社会において、名誉あ
る地位を占めたいと思ふ」とする一節があ
る。この観点からみると、外国人から日本の
憲法がどのように見えたのか、ということは
重要な視点であり、₂₀世紀の初頭に米国の日
本研究者が日本の政治制度についてどのよう
に理解していたのか、また当時の日本の憲法
をどのように評価していたかを知るうえで、
博士の論文は興味深い。
　日本の近代化の歩みは、地球上の各地域に
近代国家が形成され、それを基盤とした「国
際」社会が形成されてきた流れの中の一つの
流れでもある。₂₀世紀前半の世界では、世界
人権宣言に始まる人権に関する国際規範等の
各種の国際規範が多数策定され、また国連を
はじめとする各種の国家間関係を調整する国
際機関が数多く形成されてきた。その後₂₀世
紀の後半から国際社会では、規約人権委員会
における国家報告制度、WTO における貿易
政策検討会合（TPR）等、それまでに形成さ
れた各近代国家の政策が近代国家にふさわし
いものかどうかをレビューする各種のシステ
ムが、政治・経済それぞれの分野で形成され
てきている。
　これを大局的に見ると、₂₀世紀までが近代
国家システムの世界規模での量的拡大の時代
であったならば、₂₁世紀は地球上に広がった
近代国家システムの質的改善の時代になるの
かもしれない。このような時代において我が
国の政治制度・憲法制度は、どのような評価
を受けるのかということは重要な問題であ
る。そして₂₁世紀にふさわしい統治システム
の発展を指向・実現できるのか、これが我が
国の今後に関する一つの課題であると思われる。
（元筑波大学非常勤講師）
₃₈　この点に関し、長尾龍一が「戦前の天皇制が統治権者という建前と、「籠の鳥」という現実との結合
物であったとすれば、戦後の天皇制は戦前の現実を建前とした。」と指摘し、天皇の人権論を論じて、「日
本国民は戦後₄₀年も民主主義体制を維持してきたのだから、天皇から勲章や辞令をもらってハクをつ
けるという考えを卒業すべきである。」等と指摘しているのは、示唆的である。長尾龍一「天皇制論議
の脈絡」ジュリスト第₉₃₃号₂₈頁（₁₉₈₉）。
₃₉　小林直樹、「象徴・君主・元首－象徴天皇制の基本的性格」、ジュリスト第₉₃₃号₈₃頁（₁₉₈₉）。
₄₀　衆議院憲法調査会事務局「明治憲法と日本国憲法に関する基礎的資料」（衆憲資第₂₇号）（平成₁₅年 ₅
月 ₈ 日）。
₄₁　₁₈₅₈（安政 ₅ ）年に締結された米国との間での不平等条約は、₁₉₁₁（明治₄₄）年の改正で修正され、
日本は国際社会で一応対等の地位を得ることになった。この点について、国立公文書館 Web『公文書
にみる日本のあゆみ』の「明治₄₄年（₁₉₁₁）₂ 月　日米通商航海条約が調印され、関税自主権を完全に
回復する」のページを参照。（http://www.archives.go.jp/ayumi/kobetsu/m₄₄_₁₉₁₁_₀₁.html）
₄₂　なおこのような視点から、特に象徴天皇制に関する国際的評価を取りまとめた論文として、深瀬忠一、
「国際学会から見た象徴天皇制（上） （中） （下）」、ジュリスト₉₃₃号₇₄頁・₉₃₄号₁₀₈頁・₉₃₆号₁₁₈頁（₁₉₈₉）
